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(57)【要約】
　本発明の一態様によれば、コネクタを第１の物体にお
いて固定する方法が提供され、第１の物体は低密度層を
含み、低密度層は、個別の要素と個別の要素間の気体充
填された（空の）空間との構成を含む。この方法は、コ
ネクタを提供することを備え、コネクタは、熱可塑性材
料のような、機械的振動によって液化可能な、液化可能
な材料を有し、この方法はさらに、コネクタを低密度層
と接触させることと、液化可能な材料の流れ部分が流動
可能になり、変形された個別の要素間の空間に相互浸透
するようにされ、液化可能な材料と変形した個別の要素
との絡み合った構造が生じるまで、コネクタを低密度層
に押し付け、機械的振動エネルギをコネクタに結合させ
てコネクタを低密度層に貫通させて個別の要素を変形さ
せることと、機械的振動エネルギを停止し、流れ部分を
再凝固させてコネクタを低密度層に固定することとを備
える。（図５ａ）
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コネクタを第１の物体において固定する方法であって、前記第１の物体は低密度層を含
み、前記低密度層は、個別の要素と前記個別の要素間の気体充填空間との構成を含み、前
記方法は、
　－前記第１の物体を提供すること、および前記コネクタを提供することを備え、前記コ
ネクタは、熱可塑性材料のような、機械的振動によって液化可能な、液化可能な材料を有
し、前記方法はさらに、
　－前記コネクタを前記低密度層と接触させることと、
　－前記液化可能な材料の流れ部分が流動可能になり、変形された前記個別の要素間の空
間に相互浸透するようにされ、前記液化可能な材料と変形した前記個別の要素との絡み合
った構造が生じるまで、前記コネクタを前記低密度層に押し付け、機械的振動エネルギを
前記コネクタに結合させて前記コネクタを前記低密度層に貫通させて前記個別の要素を変
形させることと、
　－前記機械的振動エネルギを停止し、前記流れ部分を再凝固させて前記コネクタを前記
低密度層に固定することとを備える、方法。
【請求項２】
　前記個別の要素は、近遠位方向と実質的に平行に延びる壁部を含み、前記コネクタを押
し付けるステップにおいて、前記コネクタは遠位方向に押し込まれる、請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
　前記第１の物体は、前記低密度層を挟む第１の構築層および第２の構築層を含むサンド
イッチ要素である、請求項１または請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１の物体を提供するステップにおいて、前記第１の物体は、アクセス穴をもたら
すよう除去される前記第２の構築層の一部と、それによって前記低密度層の露出部分とを
設けられ、前記コネクタを前記低密度層と接触させることは、前記アクセス穴を通して前
記コネクタを前記低密度層と接触させることを含む、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記コネクタを前記低密度層と接触させる前に、前記第２の構築層の一部を穿孔するこ
とによって前記アクセス穴を得ることを含む、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記アクセス穴は、前記コネクタの断面に対してサイズを小さくされる、請求項４また
は請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　押圧力は、前記第１の構築層が前記コネクタによって貫通されないように選択される、
請求項３～請求項６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記低密度層は前記要素に加えて発泡材接着剤を含み、前記流れ部分は前記発泡材接着
剤の細孔に相互浸透するよう、および／または前記発泡材接着剤に溶着されるようにされ
る、先行する請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記機械的振動を停止させるステップの後に押圧力を維持することを含む、先行する請
求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記コネクタは、近位側に面するカップリングイン面を有する近位部分と、前記近位部
分の遠位に遠位部分とを含み、前記遠位部分は中空でスリーブ状である、先行する請求項
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記コネクタの遠位端は遠位側に面する縁部を形成する、先行する請求項のいずれか１
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項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記液化可能な材料は熱可塑性材料である、先行する請求項のいずれか１項に記載の方
法。
【請求項１３】
　前記コネクタは、非液化可能な材料からなる本体を含む、先行する請求項のいずれか１
項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記本体は、前記第１の物体に対してさらなる物体を固定するための取り付け構造を含
み、前記取り付け構造は、例えば、内ねじ、外ねじ、バヨネット結合構造のうちの少なく
とも１つを含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記コネクタは頭部または他の横方向に突出する近位特徴部を有し、前記頭部または他
の横方向に突出する特徴部は停止特徴部として機能する、先行する請求項のいずれか１項
に記載の方法。
【請求項１６】
　第２の物体に開口部を設けるステップと、前記第２の物体を前記第１の物体に対して配
置するステップとをさらに備え、前記コネクタを前記低密度層に接触させるステップにお
いて、前記コネクタのシャフト部分は、前記第２の物体の前記開口部を通って延びるよう
にされ、前記エネルギ伝達を停止するステップの後、前記第２の物体は、前記第１の物体
と前記コネクタの遠位側に面する表面部分との間にクランプされる、先行する請求項のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項１７】
　例えば先行する請求項のいずれか１項に記載の、コネクタを第１の物体に固定する方法
であって、前記第１の物体は、第１の構築層と、前記第１の構築層に付着する低密度層と
を含み、前記低密度層は気体充填空洞を含む構造を含み、前記第１の構築層の第１の密度
は前記低密度層の第２の密度より高く、前記方法は、
　－前記第１の物体を提供すること、および前記コネクタを提供することを備え、前記コ
ネクタは、熱可塑性材料のような、機械的振動によって液化可能な、液化可能な材料を有
し、前記方法はさらに、
　－前記コネクタを前記低密度層と接触させることと、
　－前記液化可能な材料の流れ部分が流動可能になり、前記低密度層の、圧縮構造を有す
る圧縮部分の構造に押し込まれるまで、前記コネクタを前記低密度層に押し付け、機械的
振動エネルギを前記コネクタに結合して前記低密度層を前記コネクタと前記第１の構築層
との間で圧縮させて前記低密度層の前記圧縮部分を生じさせることと、
　－前記機械的振動エネルギを停止し、前記流れ部分を再凝固させて、前記圧縮構造を維
持する前記圧縮部分に前記コネクタを固定することとを備える方法。
【請求項１８】
　前記第１の物体は第２の構築層を含むサンドイッチ要素であり、前記第１の構築層およ
び前記第２の構築層は前記低密度層を挟む、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第１の物体を提供するステップにおいて、前記第１の物体は、アクセス穴をもたら
すよう除去される前記第２の構築層の一部と、それによって前記低密度層の露出部分とを
設けられ、前記コネクタを前記低密度層と接触させることは、前記アクセス穴を通して前
記コネクタを前記低密度層と接触させることを含む、請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記低密度層は発泡材層である、請求項１７に記載の方法。
【請求項２１】
　例えば先行する請求項のいずれか１項に記載の、コネクタを第１の物体に固定する方法
であって、前記第１の物体は、低密度層と、近位の構築層とを含み、前記低密度層は要素
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と気体充填空間との構造を含み、前記方法は、
　－前記低密度層を除去することなく、前記低密度層へのアクセスを得るために前記近位
の構築層にアクセス穴を形成するために局所的に除去または分断される前記近位の構築層
を前記第１の物体に提供することと、
　－前記コネクタを提供することとを備え、前記コネクタは、熱可塑性材料のような、機
械的振動によって液化可能な、液化可能な材料を有し、前記方法はさらに、
　－前記コネクタを前記低密度層と接触させることと、
　－前記液化可能な材料の流れ部分が流動可能になり、前記要素間の空間に相互浸透する
ようにされ、前記液化可能な材料と前記要素との絡み合った構造が生じるまで、前記コネ
クタを前記低密度層に押し付け、機械的振動エネルギを前記コネクタに結合させて前記コ
ネクタを前記低密度層に貫通させることと、
　－前記機械的振動エネルギを停止し、前記流れ部分を再凝固させて前記コネクタを前記
低密度層に固定することとを備える、方法。
【請求項２２】
　前記第１の物体は、第１の構築層と第２の構築層である前記近位の構築層とが前記低密
度層を挟むサンドイッチボードである、請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記押し付けて振動エネルギを前記コネクタに結合するステップは前記要素の変形も引
き起こし、前記相互浸透された空間は前記変形された要素間の空間であり、前記液化可能
な材料と前記変形された要素との絡み合った構造が生じる、請求項２１または請求項２２
に記載の方法。
【請求項２４】
　前記低密度層の要素の構造は垂直壁の構造であり、前記押し付けるステップは、前記壁
と平行な方向に前記コネクタを押し付けることを含む、請求項２１～請求項２３のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項２５】
　前記垂直壁はハニカム構造を形成する、請求項２１～請求項２４のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項２６】
　前記押し付けて振動エネルギを前記コネクタに結合するステップは、前記垂直壁が前記
液化可能な材料を貫通して前記液化可能な材料が前記垂直壁間の空間を満たすように、押
圧力および振動エネルギ入力を制御することを含む、請求項２１～請求項２５のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項２７】
　前記コネクタを前記低密度層に押し付けて機械的振動エネルギを前記コネクタに結合す
るステップは、前記コネクタを実質的に回転させることなく実行される、先行する請求項
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２８】
　前記振動は長手方向振動である、先行する請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２９】
　前記コネクタは頭部または他の横方向に突出する近位特徴部を有し、前記頭部または他
の横方向に突出する特徴部は停止特徴部として機能し、エネルギ入力は、前記頭部または
他の横方向に突出する近位特徴部の、遠位側に面する表面部分が、前記第１の構築層また
は第２の物体の近位面と物理的に接触するとすぐに停止される、先行する請求項のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項３０】
　第２の物体に開口部を設けるステップと、前記第２の物体を前記第１の物体に対して配
置するステップとをさらに備え、前記コネクタの遠位側に面する表面部分を前記低密度層
と接触させるステップにおいて、前記コネクタのシャフト部分は前記第２の物体の前記開
口部を通って延びるようにされ、前記エネルギ伝達を停止するステップの後に前記第２の
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物体を前記第１の物体と前記コネクタの遠位側に面する表面部分との間にクランプする、
先行する請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３１】
　前記エネルギ伝達を停止するステップの後しばらくの間押圧力を維持する追加のステッ
プを備える、先行する請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３２】
　押圧力は工具によって加えられ、前記工具は、前記コネクタの相補的案内構造と協働し
て前記工具に対する前記コネクタの横方向（ｘ－ｙ）位置を規定する案内構造を含む、先
行する請求項のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３３】
　前記工具はソノトロードである、請求項３２に記載の方法。
【請求項３４】
　前記コネクタは固定部分と機能構造とを含む、先行する請求項のいずれか１項に記載の
方法。
【請求項３５】
　前記機能構造は、接続位置を規定する接続構造である、請求項３４に記載の方法。
【請求項３６】
　前記コネクタは板状本体を含み、そこから前記固定部分は遠位側に突出し、その近位側
において前記機能構造は配置され、前記本体部分は、近位側に面するカップリングイン面
を含み、その面内に、固定中に、押圧力が結合される、請求項３４または請求項３５に記
載の方法。
【請求項３７】
　前記コネクタは、遠位側に面する当接面を有し、前記第１の物体に対して遠位方向に前
記コネクタを移動させることは、前記当接面が前記第１の物体の対応する近位側に面する
構造に対して当接する状態で停止する、請求項３４から請求項３６のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項３８】
　前記機能構造は、挿入軸に対して偏心している、請求項３４～請求項３７のいずれか１
項に記載の方法。
【請求項３９】
　前記第２の押圧力を加えるステップの間に前記挿入軸に対する前記コネクタの向きを固
定することを備える、請求項３８に記載の方法。
【請求項４０】
　先行する請求項のいずれか１項に記載の方法を実行するように構成された機械であって
、カップリングアウト面を有するソノトロードと、前記ソノトロードを振動させるように
構成された機械的振動源と、前記ソノトロードを前方に押すことによって押圧力を加える
押圧力機構とを備え、前記機械は、先行する請求項のいずれか１項に記載の方法を実行す
るように構成されプログラムされている、機械。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明の分野
　本発明は、機械工学および建設、特に機械的製造、例えば自動車工学、航空機製造、鉄
道貨車および機関車の製造、造船、機械製造、玩具製造などの分野にある。特に、本発明
は、第２の物体を第１の物体に－機械的に－固定する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　発明の背景
　自動車、航空および他の産業では、鋼のみの構造物から離れ、軽量材料を代わりに使用
する傾向がある。
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【０００３】
　新たな構築材料要素の例は、例えば、ガラス繊維複合材または炭素繊維複合材のような
繊維複合材、シートメタル、または、産業に応じて繊維板からなる、２つの外側の、比較
的薄い構築層と、それらの構築層間に配置され、例えば、厚紙もしくは他の材料のハニカ
ム構造体、もしくは軽量金属発泡材、もしくはポリマー発泡材、もしくはセラミック発泡
材など、または不連続な距離保持体の構造のような、中間層（芯地）とを含む軽量構築要
素である。この種の軽量構築要素は「サンドイッチボード」と呼ばれ、「中空コアボード
（ＨＣＢ）」と呼ばれることがある。それらは機械的に安定であり、見栄えが良く、比較
的軽い重量を有し得る。
【０００４】
　比較的軽量である他の構築要素も、上述のサンドイッチボードの芯地層のように、例え
ば発泡材料のような気体充填空洞を有することによって比較的低い密度を有する構築層を
含む。
【０００５】
　新たな材料は、これらの材料の要素を接合する際に、例えば扁平な物体を他の物体に接
合する際に新たな課題を引き起こす。これの一例は、自動車、航空、造船および他の産業
において扁平なサンドイッチボード構造に補強材（「大桁」など）を接合することである
か、またはサンドイッチボードにおいてヒンジ、ねじ、ボルトなどのための固定点を提供
することに対する。
【０００６】
　さらに、現状技術によれば、サンドイッチボード構造における補強材はそれらの製造中
に提供されなければならず、接続要素も製造中に加えられなければならない。それらが後
で加えられる場合、サンドイッチコアは、コネクタを固定するのに続いて発泡材充填され
なければならず、これは費用と時間がかかる。
【０００７】
　これらの課題に対処するため、および起こり得る不利益を排除するために、自動車、航
空および他の産業は接着剤接合を多用し始めている。接着剤接合は軽くて強くあり得るが
、信頼性を長期間制御する可能性がないという欠点があり、なぜならば、劣化接着接合は
、例えば脆化接着剤のため、接合を完全に解放することなく検出することがほとんど不可
能であるからである。また、接着剤接合は、特に互いに接続される表面がある粗さを有し
、その結果、迅速に硬化する薄層接着剤が使用できない場合、材料コストおよび硬化プロ
セスが遅いことにより製造プロセスで生じる遅れの両方のため、製造コストの上昇を招く
ことがある。また、接着剤結合の強度は、接続されるべき要素の最外層の強度にも依存す
る。
【０００８】
　国際公開第９３／１２３４４号は、例えばハニカム構造を有する熱可塑性材料のコアを
用いて、プレハブ部の凹部に保持部を固定する方法を開示している。保持部はプレハブ部
に押し込まれ、保持部がコアに溶着されるまで回転させられる。この方法は、必要な溶着
が起こり得るよう、熱可塑性コア材料上での適用に限定される。また、コア層は、保持部
が貫通するところで溶融するので、保持部はコア層に対してその周囲に沿ってのみ固定さ
れ、それにより、コア層は、保持部が十分な固定強度で固定されるために、実質的な密度
を必要とする。同様に、国際公開第２０１５／１６２０２９号は、溶着継手を製造するた
めに構成要素内に送り込むように回転される設定要素を設定するための手法を開示してい
る。また、この方法は、設定要素をその周囲に沿ってのみ固定することを含み、これは、
構成要素の材料に応じて固定強度を制限する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　したがって、本発明の目的は、コネクタを第１の物体に機械的に固定する方法を提供す
ることであり、この方法は先行技術の方法の欠点を克服する。特に、本発明の目的は、コ
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ネクタを軽量の構築要素に機械的に固定する方法を提供することであり、この方法は、低
コストで効率的かつ迅速であり、軽量の構築要素のコア層の密度が低くても実質的な固定
強度を伴い得る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この発明の一態様によれば、コネクタを第１の物体に固定する方法が提供され、第１の
物体は、第１の構築層と、構築層に付着する低密度層とを含み、低密度層は気体充填空洞
を含む構造を含み、第１の構築層の第１の密度は低密度層の第２の密度より高く、この方
法は、
－第１の物体を提供すること、およびコネクタを提供することを備え、コネクタは、熱可
塑性材料のような、機械的振動によって液化可能な、液化可能な材料を有し、この方法は
さらに、
－コネクタを低密度層と接触させることと、
－液化可能な材料の流れ部分が流動可能になり、低密度層の、圧縮構造を有する圧縮部分
の構造に押し込まれるまで、コネクタを低密度層に押し付け、機械的振動エネルギをコネ
クタに結合して低密度層をコネクタと第１の構築層との間で圧縮させて低密度層の圧縮部
分を生じさせることと、
－機械的振動エネルギを停止し、流れ部分を再凝固させて、圧縮構造を維持する圧縮部分
にコネクタを固定することとを備える。
【００１１】
　特に、圧縮構造は、第２の密度より高い密度を有してもよい。
　構築層は、低密度層よりも薄く、そしてより高密度である（そして一般的に、さらに、
低密度層の－平均－硬度が規定される限り、より硬い）。
【００１２】
　低密度層は、第１の群の例によれば、固体発泡材、例えば金属またはプラスチックの（
しかし液化可能ではない）発泡材層によって形成される層であり得る。
【００１３】
　第２の群の例では、低密度層は、第１の材料（例えば、厚紙または他の繊維構造または
プラスチック材料または薄板金属）の要素および第２の材料の接着剤の構造を含む。第２
の材料は特に発泡材であってもよい。
【００１４】
　例えば、国際公開第２００８／０８０２３８号および国際公開第２０１０／０７２００
９号では、サンドイッチボードに構築層の１つおよび芯地層を貫通する穴を形成し、そし
て、その後、熱可塑性材料の一部を液化して第１および第２の構築層の両方に対してコネ
クタを固定することによって、サンドイッチボードに熱可塑性材料を含むコネクタを固定
することが提案されている。しかしながら、このアプローチは、サンドイッチボード構造
によっては、厚さが小さいために、コネクタが接合することができる第１／第２の構築層
材料が非常に限られているという不利な点を特徴とする。他方、芯地材料は、一般に、そ
の中で固定が生じるのに十分な密度および安定性を有していない。
【００１５】
　本発明は、コネクタを低密度層（サンドイッチボードの芯地層であってもよい）内に押
し込み、それによって低密度層を局所的に変形させて、熱可塑性材料により相互浸透され
るのに好適な構造をもたらすという事実を利用することを提案することによって、このジ
レンマを解決する。
【００１６】
　低密度層はまた、操作者が押圧力を加えることができるよう、必要な機械的抵抗を与え
る。この押圧力は、機械的振動が作用したときに十分な摩擦（外部および場合によっては
内部摩擦も）が生じるために必要である。本発明によるアプローチにより、押圧力は、低
密度層がコネクタの遠位端と接触しているところでの低密度層の増大する圧縮のためにコ
ネクタの遠位端が第１の構築層に近づくにつれて増大するようであってもよい。
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【００１７】
　芯地が比較的柔らかくても、流れ部分が十分に大きければ、これは、流れ部分が低密度
層の変形した部分に相互浸透することによって、低密度層の材料において強力な固定に至
ることが観察された。したがって、再凝固後、低密度層の変形部分と絡み合っている液化
可能な材料の共通構造が生じる。液化可能な材料の変形部分への可能な付着に加えて、こ
れは、ポジティブフィット接続ももたらし、なぜならば、低密度層が当初垂直構造のみで
構成されていたとしても、変形が必然的にアンダーカットを引き起こすことになるからで
ある。
【００１８】
　コネクタが回転されながら低密度層に押し込まれる前述の先行技術の手法としての手法
とは対照的に、本発明の態様による手法は、例えば、押圧力と機械的振動、たとえば長手
方向振動との組み合わせに基づく。このため、低密度層の材料は、回転されるコネクタの
場合によくあるように、コネクタに対して外側に追い出され移動されず、低密度層の材料
は、それが液化可能な材料によって相互浸透され、それによって固定に寄与し得る、横方
向の位置に留まる。したがって、特許請求の範囲に記載されたアプローチは、特に非常に
小さい密度の低密度層に対して、先行技術を超える実質的な利点を提供する。
【００１９】
　本発明の第２の態様によれば、コネクタを第１の物体において固定する方法が提供され
、第１の物体は低密度層を含み、低密度層は、個別の要素と個別の要素間の気体充填され
た（空の）空間との構成を含み、この方法は、
－第１の物体を提供すること、およびコネクタを提供することを備え、コネクタは、熱可
塑性材料のような、機械的振動によって液化可能な、液化可能な材料を有し、この方法は
さらに、
－コネクタを低密度層と接触させることと、
－液化可能な材料の流れ部分が流動可能になり、変形した個別の要素間の空間に相互浸透
するようにされ、液化可能な材料と個別の要素との絡み合った構造が生じるまで、コネク
タを低密度層に押し付け、機械的振動エネルギをコネクタに結合させてコネクタを低密度
層に貫通させることと、
－機械的振動エネルギを停止し、流れ部分を再凝固させてコネクタを低密度層に固定する
こととを備える。
【００２０】
　個別の要素は、それらが気体充填空間によって他の要素から分離されている部分を有す
るという点で個別である。これは、要素が互いに物理的に接触していることを排除するも
のではない。実施形態では（例えば、個別の構造がプラスチック材料からなる場合）、要
素または要素のいくつかが互いと一体であることさえ可能である（物理的連続性は排除さ
れない）。特に、個別の要素は、本質的に垂直に、すなわち押圧力の方向（近遠位方向）
にほぼ平行に延びてもよい。個別の要素は、例えば垂直に延びる壁のパターンを形成して
もよい。
【００２１】
　実施形態では、コネクタを低密度層に押し付けて機械的振動エネルギをコネクタに結合
させて低密度層を貫通するステップは、そのようにして個別の要素を変形させることを含
んでもよく、結果として得られる絡み合った構造は、液化可能な材料と変形した個別の要
素との絡み合った構造である。
【００２２】
　しかしながら、他の実施形態では、個別の要素は必ずしもプロセス中に実質的に変形さ
れる必要はない。これは特に、本質的に垂直な壁、すなわち層によって画定される平面に
対して本質的に垂直に延びる壁を形成する個別の要素に本質的に関する。特に、個別の要
素を構成する壁が安定化構造、例えばハニカム構造に接続されている場合。これらの実施
形態における壁の近位縁部はエネルギ方向付け特性を有し、すなわち、コネクタの熱可塑
性材料は、壁の近位縁部と接触するところで主に液化される傾向があり、それによって、
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コネクタは連続的に低密度層に押し込まれ得る。
【００２３】
　特に、実施形態では、コネクタを低密度層に押し付けて機械的振動エネルギをコネクタ
に結合するステップは、コネクタを実質的に回転させることなく実行されてもよい。それ
によって、垂直壁はプロセス中に変位することなく本質的に無傷のままであり得、それに
よってそれらおよびそれらの第１の物体に固定される強度は、コネクタを固定するために
用いられ得る。
【００２４】
　より一般的には、個別の要素は、例えば一次元または二次元であり得、少なくとも部分
的に垂直に延び得る。そのような要素の例には、厚紙または他の繊維状構造またはプラス
チック材料または薄板金属の要素が含まれる。
【００２５】
　特に、低密度層はサンドイッチボードの芯地層であってもよく、このサンドイッチボー
ドは芯地層に加えて第１の構築層および第２の構築層を含み、第１および第２の構築層は
低密度層を挟む。第１および第２の構築層は、低密度層よりも薄く、そしてより高密度で
ある（そして一般的に、さらに、低密度層の－平均－硬度が規定される限り、より硬い）
。
【００２６】
　これらの実施形態では、低密度層は、第１の物体の全体積の大部分、例えば少なくとも
７０％を占めることが多い。
【００２７】
　特に、そのような実施形態では、この方法は、第１の物体に、アクセス穴をもたらすよ
う除去される第２の（近位の）構築層の一部と、それによって低密度層の露出部分とを設
けることを含んでもよい。この目的のために、この方法は、例えば穿孔によって第２の構
築層の一部を除去するステップを含み得る。
【００２８】
　低密度層の露出部分は特に第２の構築層の真下にあり、それによって、コネクタはアク
セス穴を通る垂直方向（遠位方向）の移動によって低密度層に対して押し込まれることが
可能である。
【００２９】
　除去された部分は、第１の物体の取り付け位置を画定することができ、コネクタを低密
度層と接触させるステップは、露出部分および／またはその周囲でコネクタを第１の物体
と接触させることを含む。
【００３０】
　アクセス穴は、実施形態において、コネクタの寸法に関して、すなわちコネクタの水平
断面に関して、より小さくサイズ決めされ得る。
【００３１】
　本発明の第３の態様によれば、例えば第１および／または第２の態様による、第１の物
体にコネクタを固定する方法が提供され、第１の物体は、第１の構築層、第２の構築層、
および第１の構造層と第２の構築層との間に挟まれた低密度層を含むサンドイッチボード
であり、低密度層は要素および気体充填空間の構造を含み、この方法は、
－低密度層を除去することなく、低密度層へのアクセスを得るために第２の構築層にアク
セス穴を形成するために局所的に除去または分断される第２の構築層を第１の物体に提供
することと、
－コネクタを提供することとを備え、コネクタは、熱可塑性材料のような、機械的振動に
よって液化可能な、液化可能な材料を有し、この方法はさらに、
－コネクタを低密度層と接触させることと、
－液化可能な材料の流れ部分が流動可能になり、要素間の空間に相互浸透するようにされ
、液化可能な材料と要素との絡み合った構造が生じるまで、コネクタを低密度層に押し付
け、機械的振動エネルギをコネクタに結合させてコネクタを低密度層に貫通させることと
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、
－機械的振動エネルギを停止し、流れ部分を再凝固させてコネクタを低密度層に固定する
こととを備える。
【００３２】
　特に、実施形態では、押し付けて振動エネルギをコネクタに結合するステップは要素の
変形も引き起こし得、相互浸透された空間は変形された要素間の空間であり、液化可能な
材料と変形された要素との絡み合った構造が生じる。
【００３３】
　要素の変形は、分断（要素が比較的脆い場合）、入熱による少なくとも部分的な軟化ま
たは溶融を含む変形、分断および／または塑性変形および／または分断された部分の変位
の組み合わせを含む、任意の変形であり得る。要素の変形は、コネクタ材料の液化の開始
前、同時、またはその後に開始してもよい。特に、コネクタが、軟化および／または液化
されることの効果として、低密度層の中へ進められることは、排除されない。例えば、要
素がＮｏｍｅｘ（登録商標）ハニカム（または他のＮｏｍｅｘ壁構造）を形成する場合、
要素は機械的振動の影響によってのみ崩壊してもよく、ポリプロピレンハニカム要素（ま
たは他のＰＰ壁構造）に対しては、コネクタと要素との間の摩擦によって生じる入熱が、
要素が崩壊するためにしばしば必要とされる。
【００３４】
　代替的に、第２の態様に関して前述したように、要素は、特にそれらが本質的に垂直な
壁を形成する場合には、必ずしもプロセス中に実質的に変形される必要はない。コネクタ
を低密度層に押し付けて機械的振動エネルギをコネクタに結合するステップは、コネクタ
を実質的に回転させることなく実行されてもよい。
【００３５】
　局所的に少なくとも部分的に除去される近位の（第２の）構築層を第１の物体に設ける
上述のアプローチ（これは、第１の物体が製造されるときまたはその後に、例えば穿孔、
ミリングまたは他の除去ステップによる、方法のステップとして行われてもよい）は、第
１の物体が第１の遠位の構築層を含まない実施形態、およびプロセスが低密度層の要素の
実質的な変形を引き起こさないように低密度層の要素が十分に安定している実施形態にも
適用可能である。
【００３６】
　下に気体充填空間がある状態で低密度材料へのアクセス穴を得るために局所的に除去さ
れる近位の構築層を第１の物体に設けるこのようなステップは、低密度材料／低密度層を
少なくとも部分的に無傷のままにすることを含むことになる。
【００３７】
　コネクタを低密度層と接触させるステップのために、近位方向、すなわちコネクタが第
１の物体と接触させられ、押圧力が作用する方向に向いている第２の構築層は、大きな力
を加える必要なしにコネクタと低密度層との間の最初からの接触を可能にするために、コ
ネクタを低密度層と接触させる前に局所的に除去されてもよい。これには、第１の物体が
アクセス穴付きで最初から製造されている可能性が含まれる。代替的に、参照により本明
細書に組み込まれる国際特許出願ＰＣＴ／ＥＰ２０１７／０５６７３４号に記載されてい
るように、コネクタを使用して第２の構築層を局所的に分断してもよい（本出願では用語
はわずかに異なり、本明細書中のいわゆる「第２の構築層」は、ＰＣＴ／ＥＰ２０１７／
０５６７３４では「第１の構築層」である）。
【００３８】
　以下は、特に明記しない限り、本発明のすべての態様に関する。
　コネクタが押し込まれることによって変形する低密度層の要素は、例えば、座屈、分断
、圧縮などによって不可逆的および／または可塑的に変形する。特に、要素の変形は、例
えばエラストマー要素の場合のように、主に弾性的な変形とは異なる。
【００３９】
　実施形態において用いられ得るさらなる効果は、多くの材料における低密度層（その大
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部分が気体充填空間によって構成される）と構築層との間の接続が発泡接着剤を含むこと
である。接着剤は、定義上、各構築層および低密度層の両方によく付着する。熱可塑性材
料の流れ部分は、以下の１つ以上によって低密度層の発泡接着剤に接続してもよい：
－接着剤が液化可能な材料に溶着されるのに適した材料を有する場合、流れ部分と接着剤
との間の溶着；
－流れ部分と接着剤との間の接着接続；
－流れ部分による接着剤内の構造の貫通、例えば接着剤が開放多孔質である場合は細孔の
貫通；
－接着剤の異なる部分間および／または接着剤の部分と低密度層の他の部分との間に生じ
た構造の貫通。
【００４０】
　接着剤が任意選択で熱可塑性であり、コネクタ材料に溶着することができるという事実
とは別に、多くの実施形態においてプロセスに適した芯地の材料は、少なくとも本発明に
よる方法の条件下では固体である。
【００４１】
　この方法は、機械的振動を停止するステップの後しばらくの間押圧力を維持するさらな
るステップを備えてもよい。一群の実施形態では、振動が停止した後の押圧力は、振動が
作用している間に加えられる力よりもさらに大きい。実施形態では、プロセス中の押圧力
は輪郭に追従し、コネクタが低密度材料の中へ前進する間に、制御された方法で上げられ
る。
【００４２】
　エネルギ伝達を停止するステップの後しばらくの間押圧力を維持することは、少なくと
も流れ部分がその流動能力を失うまで行われてもよく、それはコネクタの寸法および第１
の物体の熱伝導特性に応じて、典型的には数秒以内の場合がある。
【００４３】
　しかしながら（これは、第１および第３の態様ならびに低密度層の遠位に第１の構築層
をさらに含む第２の態様の実施形態に関する）、一般に、押圧力プロファイルは、第１の
構築層がコネクタによって貫通されないように、選択される。第１の構築層は、実質的な
変形なしに無傷のままであり得る。
【００４４】
　実施形態では、低密度層は、近遠位方向に関して（もしあれば第１の構築層に対して）
垂直に延びる壁の巨視的構造を含んでもよく、圧縮部分は潰れた状態のそのような壁を含
む。
【００４５】
　実施形態では、コネクタの幾何学形状は、遠位端に向かってそれが中空でスリーブ状に
なるようなものであってもよい。
【００４６】
　より一般的には、コネクタは、最初は鋭利な縁部であることが多く、それは円周または
断続的であってもよく、そしてコネクタの最外周に沿って延びていてもよく、または代替
的に径方向内側に向かってオフセットしていてもよい。
【００４７】
　他の実施形態では、コネクタはスリーブ状ではなく、本質的に材料が充填されたシャフ
トを有する。
【００４８】
　コネクタは必ずしも円形の断面を有さない。むしろ、それは、例えば細長い、多角形の
、Ｔ字形、Ｈ字形、Ｕ字形などのような、異なる形状を有してもよい。
【００４９】
　コネクタは液化可能な材料、例えば熱可塑性材料を含む。実施形態では、コネクタは熱
可塑性材料からなる。
【００５０】
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　他の実施形態では、コネクタは、液化可能な（例えば熱可塑性）材料に加えて、非液化
可能な材料からなる本体を含む。
【００５１】
　非液化可能な本体を有する実施形態では、非液化可能な材料の本体は、多数の粒子から
なる単なる充填材とは異なり、規定された位置および向きを有し、例えばコネクタ体積の
少なくとも１０％の実質的なサイズの、および／または任意の次元において少なくとも０
．１ｍｍの特徴的な寸法を有する、巨視的な本体である。特に、本体は金属またはセラミ
ックスであってもよい。特に、本体は、規定された形状を有し、それによってコネクタに
剛性を加えるようなものであってもよい。本体によって、コネクタは少なくとも２つの空
間的に分離された領域、すなわち本体領域と熱可塑性領域とに画定される。
【００５２】
　このような非液化可能な材料からなる本体は、ねじ筋、他の機械的接続、接触またはフ
ィードスルーなどのさらなる機能を果たす構造を担持することができる。
【００５３】
　特に、そのような本体は、熱可塑性部分に埋め込まれたナットまたはボルトを含み得る
。
【００５４】
　実施形態では、本体は、側面に少なくとも１つの係止特徴を備えた表面を有し、この係
止特徴は熱可塑性材料本体と協働して、埋込み熱可塑性材料内における本体の相対位置を
安定させる。
【００５５】
　コネクタが熱可塑性材料に加えて非液化可能な材料を含む実施形態では、熱可塑性材料
は、少なくとも芯地層と接触する表面部分に配置されてもよい。代替的に、熱可塑性材料
は、内部に配置されるかまたは配置可能であってもよく、本体は、熱可塑性材料が押し出
されて芯地層と接触することができる窓割りを備えていてもよい。
【００５６】
　コネクタに伝達されるエネルギは機械的振動エネルギである。この目的のために、コネ
クタは、エネルギを衝突させるステップの間に、振動する物体、すなわちソノトロードと
協働する、近位の、近位側に面するカップリングイン（coupling-in）面を有してもよい
。ソノトロードは、コネクタをソノトロードに対して案内するために、カップリングイン
面の凹みと協働する案内突起を任意選択で含むことができる。
【００５７】
　これにおける流れ部分の液化は、主として、振動する第２の物体と第１の物体の表面と
の間の摩擦によって引き起こされ、その摩擦は第１の物体を表面的に加熱する。
【００５８】
　ある群の実施形態では、コネクタならびに／またはコネクタが押圧される第２および／
もしくは第１の物体の一部は、押圧および振動中に第１の物体と直接接触する表面におい
て、超音波溶着から公知であるかまたは例えばＷＯ９８／４２９８８もしくはＷＯ００／
７９１３７もしくはＷＯ２００８／０８０２３８に記載されているような「ウッドウェル
ディング」プロセスに対するエネルギ方向付け部のような、縁部または先端部のようなエ
ネルギ方向付け部として働く構成を含む。
【００５９】
　機械的振動をコネクタに結合するために、コネクタは、カップリングイン（coupling-i
n）構造を含むことができる。このようなカップリングイン構造は、特に、ソノトロード
のために、（工具の対応の突起のための案内穴のような）案内構造を有するかまたは有さ
ない最近位端面によって構成されるカップリングイン面であってもよい。
【００６０】
　機械的振動エネルギに加えて衝突する他の形態のエネルギ、例えば、コネクタを介して
結合され、第１の物体に界面で吸収される放射エネルギなどは、排除されない。
【００６１】
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　第１および／または第２の構築層は、（適用可能な場合）比較的硬く、本質的に非多孔
質であり得、熱可塑性材料の再凝固後に第１の構築層においてコネクタを固定するために
熱可塑性材料によって貫通可能ないかなる構造も含まないかまたはほんのわずかに貫通可
能な構造も含まない。
【００６２】
　一群の実施形態では、コネクタは、頭部または他の横方向に突出する近位特徴部を備え
る。そのような横方向に突出する特徴部は停止特徴部として役立ち得、すなわち、エネル
ギ入力（特に機械的振動）は、遠位側に面する頭部の肩部（または他の横方向に突出する
近位特徴部）が第１の構築層またはコネクタによって第１の物体に接合されるべき第２の
物体の近位面と物理的に接触するとすぐに停止され得る。
【００６３】
　そのような第２の物体は、開口部を有する概ね平坦なシート部分を任意に含んでもよい
。シート部分は、第２の構築層の近位面に対して直接当接し、それと物理的に接触しても
よい。代替的に、薄いシートまたは膜などのさらなる部分を、第１の物体とシート部分と
の間に配置してもよい。
【００６４】
　コネクタの遠位側に面する表面部分を低密度層と接触させるステップにおいて、コネク
タのシャフト部分は第２の物体の開口部を通って延びるようにされてもよく、および／ま
たはエネルギ伝達を停止するステップの後に第２の物体を第１の物体とコネクタの遠位側
に面する表面部分との間にクランプしてもよい。コネクタがプロセス後に延在するこの開
口部は、貫通開口部であってもよく、または側方側に開口した窪み（スリットなど）であ
ってもよい。
【００６５】
　一般に、コネクタは、第２の物体を第１の物体に接続するための従来のコネクタであっ
てもよい。この目的のために、上述したように、コネクタは、例えば、頭部を含み得、そ
れは、コネクタが到達するのに通る開口部を有する第２の物体が第１の物体と頭部との間
にクランプされるように、遠位側に面する肩を画定する。代替的に、コネクタは、内ねじ
筋または外ねじ筋、バヨネット結合構造、クリックイン接続を可能にする構造、または任
意の他の適切な接続構造などの接続構造を含んでもよい。これらの場合、接続構造は、コ
ネクタの、熱可塑性材料ではない部分の一部として、任意に形成されてもよい。
【００６６】
　そのような従来のコネクタであることに加えて、またはその代わりとして、コネクタは
、専用の機能をそれ自体が有する第２の物体の不可欠な部分であり得、－例えば、コネク
タはそのような第２の物体の表面から突出する接続ペグであってもよい。コネクタは、比
較的小さいさらなる物体、例えばセンサまたはアクチュエータまたは光源および／または
他の要素を第１の物体に接続してもよく、このさらなる物体はコネクタの本体において一
体化されてもよい。
【００６７】
　より一般的には、コネクタは、固定部分（プロセス中に低密度層に押し込まれる）およ
び機能構造を有してもよい。機能構造は、接続構造であってもよく、またはセンサもしく
はアクチュエータなどの機能要素を含んでもよい。
【００６８】
　コネクタは、板状本体を備えてもよく、そこから固定部分が遠位側に突出し、その近位
側において機能構造が配置され、本体部分は、近位側に面するカップリングイン面を含み
、その面内に、固定中に、押圧力が結合される。
【００６９】
　また、コネクタは、遠位側に面する当接面を有してもよく、第１の物体に対して遠位方
向にコネクタを移動させることは、当接面が第１の物体の対応する近位側に面する構造に
対して当接する状態で停止する。そのような当接面は、例えば上述の種類の本体部分によ
って構成することができる。
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【００７０】
　一群の実施形態では、機能構造は挿入軸に対して偏心していてもよい。挿入軸に対する
コネクタの向きは、第２の押圧力を加えるステップ中に固定／規定されてもよい。これは
容易に可能であり、なぜならば、コネクタが回転によって挿入される手法とは対照的に、
本発明による手法における向き付けを規定することができ、そして、述べたように、コネ
クタを実質的な回転なしに導入することができるからである。
【００７１】
　第１の物体、コネクタ、および、適用可能な場合には、第２の物体は、広義の構築構成
要素（構築要素）、すなわち機械工学および建設の任意の分野、例えば自動車工学、航空
機製造、造船、建築工事、機械製造、玩具製造などにおいて用いられる要素である。一般
に、それらの物体およびコネクタは、すべて人工物である。これにより、木質材料などの
天然材料を使用することは、排除されない。
【００７２】
　熱可塑性材料の流れ部分は、プロセス中に機械的振動の影響で液化されて流動する熱可
塑性材料の一部である。流れ部分は一体である必要はなく、例えばコネクタの遠位端およ
びより近位の場所で、互いに分離した部分を含むことができる。
【００７３】
　押圧力に反作用力を加えるために、第１の物体は、例えば非振動支持体などの支持体に
対して配置されてもよい。第１のオプションによれば、このような支持体は、コネクタが
押圧されるスポットに対して、すなわちこのスポットの遠位側に、支持面を含むことがで
きる。この第１のオプションは、たとえ第１の物体自体が実質的な変形または欠陥さえも
なしに押圧力に耐えるだけの十分な安定性をもたない場合であっても接合が実行され得る
ので有利であり得る。しかしながら、第２のオプションによれば、第１の物体の遠位側は
、例えば、第１の物体が側方側などに沿って保持されるなどして、露出されてもよい。
【００７４】
　実施形態では、第１の物体は、支持体と第１の物体との間に弾性要素または降伏要素が
ない状態で支持体に配置され、支持体は第１の物体をしっかりと支持する。
【００７５】
　この明細書では、「例えば機械的振動によって流動可能にすることができる熱可塑性材
料」または短く「液化可能な可塑性材料」もしくは「液化可能な材料」もしくは「熱可塑
性材料」という表現は、少なくとも１つの熱可塑性成分を含む材料を記載するために使用
され、この材料は、加熱された場合、特に摩擦により加熱された場合、すなわち互いに接
触しており互いに対して振動的に動かされる面（接触面）の対の一方に配置されると、液
体（流動可能）となり、ここで、振動の周波数は前述した特性を有する。ある状況では、
例えば、コネクタがかなりの荷重を担持しなければならない場合、材料が０．５ＧＰａよ
り大きい弾性係数を有することが有利であり得る。他の実施形態では、弾性係数はこの値
より下であってもよい。
【００７６】
　熱可塑性材料は、自動車産業および航空産業において周知である。本発明による方法の
目的のために、特に、これらの産業での適用に対して公知の熱可塑性材料を使用すること
ができる。
【００７７】
　本発明による方法に好適な熱可塑性材料は、室温（または方法が実施される温度）で固
体である。それは、好ましくは、例えば溶融によって臨界温度範囲より上で固体から液体
または流動可能に変換し、例えば結晶化によって臨界温度範囲より下で再び冷却されたと
きに固体材料に再変換し、固相の粘度は液相よりも数桁（少なくとも３桁）高いポリマー
相（特にＣ、Ｐ、ＳまたはＳｉ鎖系）を含む。熱可塑性材料は、一般に、共有結合的に架
橋されていないかまたは溶融温度範囲以上に加熱されると架橋結合が可逆的に開くように
架橋されていないポリマー成分を含むことになる。ポリマー材料は、充填剤、例えば、熱
可塑性特性を有さないか、または塩基性ポリマーの溶融温度範囲よりもかなり高い溶融温
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度範囲を含む熱可塑性特性を有する材料の繊維または粒子をさらに含んでもよい。
【００７８】
　この明細書では、一般に、「非液化可能な材料」材料は、プロセス中に到達した温度、
したがって特にコネクタの熱可塑性材料が液化される温度で液化しない材料である。これ
は、非液化可能な材料が、プロセス中に液化される熱可塑性材料の液化温度よりも一般的
にはるかに高い（例えば、少なくとも８０℃高い）、プロセス中に到達しない温度で液化
することができるであろう可能性を排除するものではない。液化温度は結晶性ポリマーに
対する溶融温度である。アモルファス熱可塑性樹脂の場合、液化温度（本明細書では「溶
融温度」とも呼ばれる）は、十分に流動可能となるガラス転移温度を超える温度であり、
「流動温度」と呼ばれることもあり（押出しが可能である最低温度として規定されること
もある）、例えば、粘度が熱可塑性材料の１０４Ｐａ＊ｓ（実施形態では、繊維強化材を
実質的に含まないポリマーで、１０３Ｐａ＊ｓ）を下回る温度である。
【００７９】
　例えば、非液化可能な材料は、アルミニウムまたは鋼のような金属、または木材、また
は硬質プラスチック、例えば強化／非強化熱硬化性ポリマー、もしくは強化／非強化熱可
塑性樹脂で、液化可能な部分の溶融温度／ガラス転移温度よりもかなり高い溶融温度（お
よび／またはガラス転移温度）を有し、例えば少なくとも５０℃または８０℃または１０
０℃高い溶融温度および／またはガラス転移温度を有する材料である。
【００８０】
　熱可塑性材料の特定の実施形態は、ポリエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリブチレンテ
レフタレート（ＰＢＴ）またはポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）などのポリエステ
ル、ポリエーテルイミド、ポリアミド、例えばポリアミド１２、ポリアミド１１、ポリア
ミド６またはポリアミド６６、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリオキシメチ
レンまたはポリカーボネートウレタン、ポリカーボネートまたはポリエステルカーボネー
ト、またはアクリロニトリルブタジエンスチレン（ＡＢＳ）、アクリルエステル－スチロ
ール－アクリルニトリル（ＡＳＡ）、スチレン－アクリロニトリル、ポリ塩化ビニル、ポ
リエチレン、ポリプロピレンおよびポリスチレン、またはこれらのコポリマーもしくは混
合物である。
【００８１】
　熱可塑性ポリマーに加えて、熱可塑性材料は、好適な充填剤、例えば強化繊維、例えば
ガラスおよび／または炭素繊維を含んでもよい。繊維は短繊維であってもよい。特に、プ
ロセス中に液化されない第１の物体および／または第２の物体の部分のために、長繊維ま
たは連続繊維を使用することができる。
【００８２】
　繊維材料（もしあれば）は、繊維強化材として知られている任意の材料、特に炭素、ガ
ラス、ケブラー、セラミック、例えばムライト、炭化ケイ素または窒化ケイ素、高強度ポ
リエチレン（Ｄｙｎｅｅｍａ）などであってもよい。
【００８３】
　繊維の形状を持たない他の充填剤、例えば粉末粒子も可能である。
　本発明による方法の実施形態に好適な機械的振動または周期的振動は、好ましくは２～
２００ｋＨｚ（さらに好ましくは１０～１００ｋＨｚ、または２０～４０ｋＨｚ）の周波
数と、活性表面の平方ミリメートル当たり０．２～２０Ｗの振動エネルギとを有する。振
動工具（例えば、ソノトロード）は、例えば、その接触面が主に工具軸方向に振動し（縦
振動）、１μｍと１００μｍとの間、好ましくは３０μｍ～６０μｍ付近の振幅で振動す
るように設計されている。このような好ましい振動は、例えば、超音波溶接から公知の例
えば超音波装置によって生成される。
【００８４】
　この明細書では、用語「近位」および「遠位」は、方向および位置を指すために使用さ
れ、すなわち、「近位」は、接合の、操作者または機械が機械的振動を適用する側であり
、遠位は反対側である。本明細書において近位側におけるコネクタの広がりは「頭部」と
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呼ばれ、遠位側の広がりは「足部」となるであろう。
【００８５】
　本明細書では、一般に、層「の下」という語は、近位側が、層の、プロセス中にアクセ
スされる側であると定義される場合、この層の遠位側において空間を指定することを意味
する。したがって、「～の下」という用語は、製造プロセス中において地球重力場におけ
る向きを指すものではない。
【００８６】
　「垂直」は、層（低密度層；適用可能であれば第１／第２の構築層）が沿って延びる平
面によって規定される、第１の物体の主平面に対して垂直な方向を示すために使用される
。当然のことながら、この用語は、固定プロセス中および／または使用中に第１の物体が
保持される向きを制限するものではない。「水平」とは、面内方向を指すよう用いられる
。
【００８７】
　この方法に加えて、本発明は、この方法を実行するように構成される機械にも関する。
そのような機械は、カップリングアウト（coupling-out）面を有するソノトロードと、ソ
ノトロードを振動させるように構成された機械的振動源と、ソノトロードを前方に押すこ
とによって押圧力を加える押圧力機構とを備える。この機械は、本明細書に記載および特
許請求されている態様で押圧力を制御することを含む、本明細書に特許請求および記載さ
れている方法を実行するように構成およびプログラムされる。
【００８８】
　図面の簡単な説明
　以下、図面を参照して本発明およびその実施形態を実施する方法を説明する。図面は概
略的である。図面において、同じ参照番号は、同一または類似の要素を指す。図面は以下
を示す：
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】サンドイッチボードである第１の物体の一例を示す垂直断面図である。
【図２】サンドイッチボードの芯地層を通る水平断面図である。
【図３】サンドイッチボードの芯地層を通る水平断面図である。
【図４】サンドイッチボードの芯地層を通る水平断面図である。
【図５ａ】２つの異なる段階中に方法を実行するための構成を示す。
【図５ｂ】２つの異なる段階中に方法を実行するための構成を示す。
【図６】代替のコネクタの側面図である。
【図７】さらなるコネクタの垂直断面図である。
【図８】さらなるコネクタの垂直断面図である。
【図９】他のコネクタおよび第２の物体を通る垂直断面図である。
【図１０】ソノトロードの遠位部分を通る垂直断面図である。
【図１１】コネクタまたはその一部を通る垂直断面図である。
【図１２】コネクタまたはその一部を通る垂直断面図である。
【図１３】コネクタまたはその一部を通る垂直断面図である。
【図１４】コネクタを通る水平断面図である。
【図１５】コネクタを通る水平断面図である。
【図１６】さらに別のコネクタを通る垂直断面図である。
【図１７】さらなるコネクタを伴う構成を通る垂直断面図である。
【図１８】さらなるコネクタを伴う構成を通る垂直断面図である。
【図１９】さらなるコネクタを伴う構成を通る垂直断面図である。
【図２０】コネクタの図である。
【図２１】さらに別のコネクタの垂直断面図および案内穴形状を示す図である。
【図２２】コネクタおよびソノトロードを通る垂直断面図である。
【図２３】さらなるコネクタの図である。
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【図２４】さらなるコネクタの図である。
【図２５】さらなるコネクタの図である。
【図２６】さらなるコネクタの図である。
【図２７】さらなるコネクタを通る垂直断面図である。
【図２７】図２７のコネクタの部分水平断面図である。
【図２８】図２７のコネクタの部分水平断面図である。
【図３０】さらなるコネクタを通る水平断面図である。
【図３１】さらなるコネクタを通る水平断面図である。
【図３２】さらに別のコネクタを通る垂直断面図である。
【図３３】垂直断面図において、コネクタを伴うさらなる構成を示す図である。
【図３４】さらに別のコネクタの部分垂直断面図である。
【図３５】さらに別のコネクタの部分垂直断面図である。
【図３６】コネクタを通る水平断面図である。
【図３７】コネクタの実施形態の図である。
【図３８】コネクタの実施形態の図である。
【図３９】コネクタを伴うさらに別の構成を通る部分垂直断面図である。
【図４０】コネクタを伴うさらに別の構成を通る部分垂直断面図である。
【図４１】サンドイッチボードである第１の物体の一部を通る水平断面図である。
【図４２】図３９に示されるサンドイッチボードを伴う構成を通る垂直断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００９０】
　好ましい実施形態の説明
　図１は、第１の構築層１１、第２の構築層１２、および構築層間の芯地１３を有するサ
ンドイッチボードである第１の物体１を示す。
【００９１】
　構築層は、ガラス繊維複合材のような繊維複合材を含むことができる。構築層は、例え
ば、本明細書に記載のプロセス中に当てはまる条件下では液化可能ではなく、すなわち、
熱可塑性を全く有さないか、またはコネクタの液化可能な材料が液化する温度より実質的
に高い温度でのみ液化可能である。構築層は、均質であってもよく、またはそれら自体が
層状になっていてもよく、したがって不均質でもよい。
【００９２】
　芯地１３は低密度層を構成する。図示の実施形態では、それは本質的に垂直に、すなわ
ち構築層に対して垂直に延びる厚紙壁１６の配置を含む。図２～図４は、芯地１３を横切
る略水平断面を示すことによって、波形（図２）、ハニカム（図３）、および三角形構造
（図４）を含む、そのような垂直方向に延びる壁要素の考えられ得る構造を示すが、他の
多くの構造も可能である。
【００９３】
　厚紙製ではなく、芯地１３は、プラスチックまたは複合材料などのような他の材料から
なってもよい。発泡材芯地も可能である。
【００９４】
　芯地１３の厚紙壁または他の開放構造を構築層１１、１２に接続するために、芯地は接
着剤１４をさらに含む。図示の実施形態では、接着剤１４は発泡材、例えばポリウレタン
（ＰＵＲ）系発泡材である。特に、接着剤は、熱可塑性ポリウレタン発泡材などの熱可塑
性接着剤であり得る。しかしながら、接着剤は、非熱可塑性材料、例えば熱硬化性ポリウ
レタンのものであってもよい。
【００９５】
　構築層に対する界面における芯地のバリア箔／ウェブなどの、追加の要素が存在しても
よい。
【００９６】
　図５ａは、プロセスの開始時における第１の物体１、コネクタ２、および工具、すなわ
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ちソノトロード６の構成を示す。図面に描かれている向きでは上面である第１の物体１の
面は、本明細書では近位側に面する面として示される。コネクタ２は、近位側から第１の
物体１に接合される。第１の物体の第２の構築層１２は局所的に除去されて、芯地１３が
下に露出されるアクセス穴７１をもたらす。アクセス穴は、コネクタの形状に適合した（
平均）直径ｄＯおよび形状を有する。例えば、コネクタが挿入軸に関して対称である場合
、アクセス穴７１は円形であり得る。
【００９７】
　アクセス穴７１は、例えば穿孔によって形成することができる。
　コネクタ２は、遠位部分２１を有し、それはここでは遠位縁部２３を形成するよう遠位
端に向かってテーパする壁を有する本質的に管状であり、コネクタ２は、さらに、ソノト
ロード６のための近位側に面する結合面を形成する近位部分２２を有する。
【００９８】
　コネクタ２は、少なくともその遠位端に熱可塑性材料を含む。それは、例えば熱可塑性
材料からなることができる。
【００９９】
　図示の実施形態では、近位部分は貫通開口部２４を有し、それによってコネクタ全体が
軸方向に沿って挿管される。コネクタの平均外径ｄｃは、任意選択的に開口部の直径より
わずかに大きくすることができ、それによって開口部はわずかにより小さくされる。
【０１００】
　ソノトロードは、プロセス中にコネクタ２を案内するために開口部２４と協働する（図
示されていない）突起を含むことができる。
【０１０１】
　コネクタ２の長さＬは、芯地１３の全体の厚さｔｉよりも大きく、かつ芯地１３プラス
第２の構築層１２の合計の厚さよりも大きくなるように選択される。
【０１０２】
　このプロセスのために、ソノトロード６が近位側に面する結合面に押し付けられ、例え
ば特定のトリガ押圧力に到達するとすぐに、機械的振動がソノトロードに結合される。振
動と押圧力とを併せて加えると、以下が生ずる（図５ｂと比較）：
　－コネクタ２の遠位端は芯地の材料に押し込まれ、それによって芯地１３の部分を分断
し（切断／破裂など）、および特に壁部分１６を変形させて、垂直とは異なる方向に走る
。これにより、コネクタ２が芯地１３に圧入される位置に、芯地１３の圧縮部分１９が生
じる。
【０１０３】
　－コネクタ２の熱可塑性材料を流動可能にし（流れ部分を生じさせ）、圧縮部分１９の
構造を含む芯地の構造内に浸透させる。図示の実施形態における流れ部分は、第１の構築
層１１に向かって形成される主流部分２６と、より小さいサイズの開口部のために第２の
構築層１２の縁に生じる任意の追加流部分２７とを含む。
【０１０４】
　－接着剤１４がコネクタの熱可塑性材料に溶着可能な熱可塑性材料のものである場合、
流れ部分と接着剤１４との間に溶着が生じる。
【０１０５】
　－溶着に加えて、またはその代わりに、流れ部分と接着剤との間に接着接続を生じさせ
ることができる。接着剤とコネクタの熱可塑性材料とを含む材料対の接着特性は、当然の
ことながら選択された材料に依存し、それにより、適切な材料対を選択することによって
調整されてもよい。
【０１０６】
　－それに加えて、またはさらに別の代案として、流れ部分を接着剤１４の構造内に（も
）浸透させてもよい。例えば、接着剤が開放多孔質発泡材を形成する場合、流れ部分を発
泡材の孔の中に浸透させることができる（もちろんこれは流れ部分のすべてが孔で終わる
ことを意味するものではなく、むしろ、概して、流れ部分は、孔とならんで、例えば熱可
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塑性材料を吸収する厚紙によって、接着剤と芯地の他の材料との間の空間および／または
そのような他の材料内へと流れる）。
【０１０７】
　－コネクタＬの長さは、その遠位部分が流動可能になり、主流部分２６を形成し、圧縮
部分１９を含む芯地の構造内に移動することによって、短くなる。
【０１０８】
　しばらくすると、特に所定の条件が満たされると、振動エネルギ入力は停止する。その
ような所定の条件は、以下のようであってもよい：
　－ソノトロード６およびそれによるソノトロード－コネクタ界面が予め規定される位置
に達している。図５ｂでは、この条件は、コネクタの近位表面が第２の構築層１２と面一
になるとすぐに満たされる。
【０１０９】
　－例えばコネクタの頭部によって形成される、遠位側に面する肩部が、第２の構築層１
２の縁に当接する場合、停止部に達する（例えば、外向きに突出するカラー部を形成する
頭部２８を伴う図８を比較されたい）。
【０１１０】
　－コネクタを前方に移動させるために加えなければならない力が、エネルギ入力の終了
をトリガする特定の値に達する。そのような停止トリガ値は最大値または最小値であり得
る。
【０１１１】
　－ソノトロードを駆動する振動発生装置のフィードバックにより、ある基準が満たされ
たことが示される。例えばコネクタの振動特性が、予め規定される部分が流動可能になっ
たことを示すか、または固体のままであった部分の長さが閾値レベルより低下したことを
示す場合。
【０１１２】
　－これらを組み合わせることは可能であり；例えば、上記の条件のうちの２つ以上を「
ＯＲ」の組み合わせと組み合わせてもよい。
【０１１３】
　振動入力が停止した後、多くの実施形態における押圧力はさらにしばらくの間維持され
る。図５ｂは、押圧力を維持するこのステップの間の構成を示す。この場合、押圧力は一
定に保たれるかまたは特定の力プロファイルに従ってもよく、例えば、コネクタの位置が
それ以上変化しないように、または制御された移動によってコネクタが芯地にさらに押し
込まれるように、力を選択してもよい。特に、芯地によってコネクタに作用する可能性の
ある残りの弾性力が再凝固した熱可塑性材料の寸法安定性によって抑制されるために流れ
部分が十分に再凝固するまで押圧力を維持することができる。
【０１１４】
　上述のように、振動と押圧力との共同効果は、熱可塑性材料の一部が流動可能になるこ
とである。これは、熱可塑性材料と芯地との間（およびおそらくは熱可塑性材料と第２の
構築層１２および／または第１の構築層１１との間でも）の外部摩擦、ならびに機械的振
動エネルギを吸収し流れ部分をそれが流動可能な温度まで加熱した熱可塑性材料内の内部
摩擦による。再凝固後、コネクタと圧縮部分を含む芯地の材料との間、ならびにおそらく
はコネクタと第１および／または第２の構築層との間のポジティブフィット接続が生じ、
それによって、コネクタが第１の物体において固定される。
【０１１５】
　図６に側面図で示されているコネクタ２は、遠位縁部２３が全閉輪郭に沿って形成され
ておらず、切欠きによって途切れており、それによって、冠状に形成されているという点
で、図５ａのコネクタと異なる。それによって、そのエネルギ方向付け特性は異なり、第
１の物体の材料に応じて、より顕著になり得る。
【０１１６】
　図７は、液化可能な部分（熱可塑性部分４）に加えてコネクタ２が非液化可能な部分５
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を含み得るという選択肢を概略的に示す。図７では、この非液化可能な部分は、内ねじ５
１を含む、例えば好適な鋼の金属ナット５であるように示されている。より一般的には、
非液化可能な部分は特定の必要性に適合した任意の機能構造を有することができる。ナッ
トの代替物として、非液化可能な部分は、熱可塑性部分から例えば近位側に突出している
ねじを含んでもよい。
【０１１７】
　いずれの場合も、コネクタは別のパーツを第１の物体に接続するためのアンカーとして
機能する。
【０１１８】
　図８は、コネクタが、最初は、一部品ではなく、複数の部品を含む可能性を示している
。図８において、コネクタは、スリーブ部２．１とピストン部２．２とを備える。図示の
実施形態におけるスリーブ部２．１およびピストン部２．２は、各々、芯地材料に押し込
まれ、それによってエネルギ方向付け部として機能するための遠位縁部を備える。このプ
ロセスのために、ピストン部２．２は、ピストン部の近位端面に作用する機械的振動エネ
ルギでスリーブ部２．１内に押し込まれ得る。これは、（スリット２９によって補助され
る）スリーブ部２．１の局所的な径方向の延在、および最終的にはスリーブ部とピストン
部との間の溶着をもたらし得る。
【０１１９】
　図８のスリーブ部２．１は、固定プロセスの後に第１の物体の開口部の周りの縁に当接
する、外向きに突出するカラー部を形成する近位頭部２８を有するように示されている。
代替的に、貫通開口部を有するさらなる第２の物体を第１の物体上において近位側に配置
し、頭部２８と第１の物体との間にクランプしてコネクタによって第１の物体に固定して
もよい。
【０１２０】
　そのような頭部２８は、図５ａ／図５ｂに示される種類の実施形態を含む、二部品コネ
クタ以外の本発明の他の実施形態に対しても選択肢である（その場合、コネクタは、固定
された状態では、第２の構築層１２と面一ではなく、頭部によって形成された、遠位側に
面する肩部は、第２の構築層１２、または該当する場合にはさらなる第２の物体に当接す
る。また、図６または図７のいずれかのような実施形態において、または以下に記載され
るように、頭部は任意選択である。
【０１２１】
　図９のコネクタ２は、第２の物体８を第１の物体に固定するための頭部２８に加えて、
さらなる任意の特徴（頭部２８とは無関係であり、本発明の任意の実施形態に対する選択
肢である）を含む。すなわち、コネクタ２の、近位側に面するカップリングイン面は、処
理ステップ中にソノトロード６のカップリングアウト面６１から突出する対応する案内突
起６６（図１０参照）と協働する案内凹み８１を有する。
【０１２２】
　図１１は、コネクタを低密度層に貫通させるステップの間に遠位部分２１の遠位端セク
ション８２が外向きに曲げられるように変形される（矢印）という選択肢を示す。これは
、処理後に生じる固定の設置面積をより大きくし得、それによって固定の安定性を高め得
る。
【０１２３】
　そのような変形を助けるために、コネクタは、図１２に示されるように折り畳み可能で
あるように設計されてもよい。この目的のために、コネクタは、変形されるべき遠位端セ
クション８２とコネクタの残りの部分との間の位置に系統的な弱化を構成する周方向溝８
３を有する。
【０１２４】
　コネクタの遠位端が折り畳み可能であることの追加的効果は、遠位縁部２３が低密度層
の貫通のために比較的鋭くて硬い場合にも、第１の構築層１１をプロセス中において無傷
のままにするのを助け得ることである。
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【０１２５】
　図１３は、第１の構築層の貫通に続く初期の軟化後に、特に外向きに変形することが可
能になる、外向きに変形可能な脚部８４を有するコネクタの考えられる概念を概略的に示
す。図１４は、脚部を有するコネクタの遠位部分を通る水平断面図（図１３の平面Ｘ－Ｘ
に沿った）を示す。図１５は、変形可能な脚部８４を有するコネクタの遠位部分を通る、
考えられる代替断面図を示す。図１６は、２つの脚部８４を有するコネクタに関する原理
を示し、矢印は初期軟化後の変形の方向を示す。
【０１２６】
　図１７を参照して、さらに他の原理を説明する。コネクタ２はカラー部２８（頭部）の
遠位側にプラグ部分８５を有し、このプラグ部分は、第１の物体に固定されるべき第２の
物体８の開口部よりも（少なくとも１つの面内寸法に関して）わずかに大きい断面を有す
るように寸法決めされる。しかしながら、プラグ部分の断面は、それより遠位の部分の断
面よりも実質的に大きく、その遠位部分２１はプロセス中に第１の物体に貫通する。プロ
セスの終わりに向かってプラグ部分は開口部に押し込まれ、ここで機械的振動エネルギお
よび押圧力がプラグ部分と第２の物体との間の緊密な接続を引き起こす。
【０１２７】
　プラグ部分８５は、円周であり、連続的にコンパクトであり得る。代替的に、それは、
例えばプラグ部分として機能することに加えてエネルギ方向付け特性を有することができ
る、複数の径方向に延びるリブを備えることによって、構造化することができる。これは
、構築層が均一に稠密ではなく、例えば固定強化されたフリース／ＰＰ／ガラス繊維組成
物からなる場合に、特に興味深いものであり得る。
【０１２８】
　プラグ部分と第２の物体との間の緊密な接続、および／またはプラグ部分と第２の構築
層１２との間の相応の緊密な接続は、プレスばめ、ポリマー－ポリマー溶着接続、プラグ
部分の溶融および再凝固された材料による第２の物体／第１の構築層の材料の相互浸透の
うちの１つ以上を含み得る。
【０１２９】
　図１７では、コネクタ３は熱可塑性材料からなるように描かれている。
　いずれの場合も、プラグ部分と第２の物体２との間の接続は、第２の物体８（および／
または第２の構築層１２）の近位とその遠位の間に封止を生じさせることができる。
【０１３０】
　図１８は、案内凹み８１を有するコネクタ２と、対応する案内突起６６を有するソノト
ロード６とのさらなる例を示す。コネクタの案内凹み８１の遠位側には、さらに、締結穴
８８およびその近位側。代替的に、締結穴を案内凹みとして使用することも可能であろう
。
【０１３１】
　締結穴は近位端から内方に延びている。締結穴８８は、構造に応じて、貫通孔（貫通開
口部２４、例えば図５ａ参照）または盲孔（図１６参照）とすることができる。締結穴２
４、８１は、そこに挿入するべきねじまたは他の締結具（第１の物体に接続されるさらな
る物体の締結部分を含む）のために供され得、それによって、コネクタは、第１の物体に
接続されるさらなる物体に対するアンカーとして役立ち得る。これは、第２の物体を第１
の物体に固定するのに役立ち得る、前述のカラー部／頭部と任意に組み合わせることがで
きる。締結穴８１は、任意選択でねじ筋または他の締結構造を含むことができる。
【０１３２】
　図１８の実施形態は、締結穴の原理とは無関係に、他の特別な特徴を有する。コネクタ
２は、案内凹み８１および遠位縁部２３を有する遠位方向の突出２１を有する頭部または
本体部分を有する。例えば図５ａの実施形態とは対照的に、コネクタは、頭部または本体
部分から遠位方向に延びる中央遠位突起として形成された締結具受入部分８７をさらに含
む。締結具受入部分８７には締結穴８８が形成されている。締結穴は、ねじまたはピンな
どの締結具を挿入するのに役立ち得る。使用される締結具の特性およびコネクタの材料特
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性に応じて、締結穴は、対応する構造、例えば内ねじを含んでもよい。
【０１３３】
　締結穴の代わりに、またはそれに加えて、コネクタは、他の締結構造、例えば雌型締結
構造の代わりに雄型締結構造（例えば、ねじ切りされたバーまたは同様のもの）を有する
ことができる。使用される対応するソノトロードは、そのような締結構造を受入れ、それ
によって締結構造への振動の直接の結合を回避する、対応する凹みを有することができる
。
【０１３４】
　図１９および図２０に示すコネクタ２は、（プロセス中に流動可能にされる熱可塑性材
料、および該当する場合には打ち抜き構造を含む）固定構造に加えて、接続位置、特にす
べての寸法（ｘ，ｙ，ｚ）に関して規定される接続位置を規定する接続構造をも含むコネ
クタの一例である。図示の実施形態における接続構造は、固定構造と一体のコネクタペグ
９６によって構成されている。
【０１３５】
　接続構造（図示の実施形態では接続ペグ９６）は、特にそれが側方に配置されるように
なっている。これは、接続構造９６の配置が挿入軸２０に関して対称ではなく、軸２０に
関して偏心していることを意味する。挿入軸２０は、それに沿って概して押圧力が挿入中
に加えられ、それに沿って挿入中の動きが少なくとも主に起こる軸である。挿入軸２０は
打ち抜き部分に関してほぼ中心にある。
【０１３６】
　それにより、接続位置の位置は、軸２０の周りの回転角に依存する。したがって、前述
のほとんどの実施形態とは対照的に、コネクタが第１の物体に対して位置決めされてそこ
に固定されると、位置だけでなくその向きも規定されなければならない場合がある。
【０１３７】
　対応する接続構造の例は、例えば、ヒンジまたは同様のものの旋回軸、他の物品を上に
クリップ留めするための構造、ねじ接続用アンカーなど、固定構造から規定された方向に
突出する（ペグのような）構造であり得る。
【０１３８】
　図１９および図２０のコネクタ２は、遠位側に面する当接面９８を画定する板状の本体
部分２２を備える。当接面９８から、遠位縁部２３を有する遠位部分２１が遠位方向に向
かって突出している。近位方向に向かって、コネクタはベース壁９５を含み、そこから接
続ペグ９６が横方向に突出する。ベース壁９５は、軸２０に対して偏心して配置されてい
る。さらに、コネクタは、ベース壁９５に対して垂直に延び、接続ペグに作用する力に対
する機械的安定性を高める複数の補強壁９２を備える。
【０１３９】
　当接面９８が物体の近位側に面する表面部分に当接するまで押圧力が加えられるという
点で、遠位側に面する当接面は、処理後の接続構造のｚ位置を規定する。
【０１４０】
　図１９および図２０のコネクタ２ならびに以下の図２１および図２１の実施形態のコネ
クタは、例えば自動車の後部区画棚のマウントであり得る。
【０１４１】
　コネクタを固定するために使用されるソノトロード６は、コネクタの形状に適合するよ
うに成形することができる。特に、図１９に示すように、コネクタは、補強壁９２とベー
ス壁９５との間における係合によって近位側から本体部分２２に突き当たるように形状化
されてもよい。それに加えて、またはその代わりとして、図１９に点線で示すように、コ
ネクタ２の突出カラー部９１を設けることも可能であろう。ソノトロードが必要に応じて
補強壁のための凹みを有する状態で、ソノトロードが直接本体部分２２上の壁の間で係合
する構成は、しかしながら、押圧力および振動が固定部分にまっすぐに結合されるという
利点を特徴とする。
【０１４２】
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　位置および／または向きがコネクタのその軸２０の周りにおける向きに依存する接続位
置を含む実施形態では、固定プロセス中にコネクタの向きを案内することが必要であり得
、なぜならば、コネクタは、振動入力のため、挿入中になんらかの制御されないねじり動
作を受ける可能性があるからである。図１９および図２０の実施形態では、ベース壁９５
および／または補強壁９２を、これのために、ソノトロードの対応する形状と共に用いる
ことができ、それにより、ソノトロードの向きはコネクタの向きを規定する。
【０１４３】
　それに加えて、またはその代わりに、図２１にスケッチされるように（右パネルは案内
凹み８１上の拡大上面図を示している）、コネクタおよびソノトロードは、コネクタの対
応する案内凹み８１と係合するソノトロードの矩形の案内突起などのような、円対称では
ない対応の案内構造を備えることができる。六角形、星形などを含む、ねじ頭について公
知の任意の形状を含む、他の形状の案内突起および案内凹みが可能である。
【０１４４】
　図２１の実施形態は、接続ペグ９６がそこから外向きに突き出る環状のベース壁９５を
備え、ベース壁は、例えば円形または矩形の輪郭をたどり、それによって、ポット状構造
を画定し、コネクタ本体はポットの底部を画定し、ソノトロードはプロセス中においてこ
の底部に押し付けられる。
【０１４５】
　図２２にスケッチされたコネクタの実施形態は、図２１の実施形態の対応する構造と同
様の近位部分を有するが、環状ではないベース壁を有する。
【０１４６】
　それとは無関係に、固定構造は、テーパするピンの形状を有する固定構造遠位部分２１
を含み、任意選択的に複数の軸方向に走るエネルギ方向付け部、すなわち径方向に突出す
る羽根９９を有する。
【０１４７】
　図１９～図２２の実施形態は、コネクタの形状に適合したソノトロードを使用すること
を含む。これは常に必要というわけではない。図２３は、本体部分２２が一般的なソノト
ロード用の略平坦な結合面を形成する実施形態を示す。
【０１４８】
　図２３の実施形態は、独立して、もしくは互いと組み合わせて、および／または図２３
に示す他の特徴と組み合わせて実現することができる追加の特徴を有する。
【０１４９】
　－コネクタ２は、複数の遠位固定部分２１、すなわち２つの固定部分を有する。これら
の固定部分の各々は、遠位縁部を有する管部分によって構成されている。
【０１５０】
　○より一般的には（これは本発明の任意の実施形態に関係する）、固定部分は、固定部
分の低密度層への初期貫通をより容易にする打ち抜き縁部を形成することができる。その
ような打ち抜き縁部は、コネクタの熱可塑性材料によって形成される場合、プロセス中に
液化され得、プロセス中に打ち抜き縁部は消失し、プロセス後コネクタが固定されるとき
にはもはや現れない。
【０１５１】
　－管部分は円形ではなく、ほぼ矩形の外側輪郭を有する。一般に、任意の断面が使用さ
れ得る。
【０１５２】
　－遠位縁部は鋭くなく、鈍い。
　－コネクタは、固定部分に加えて、プロセス制御当接突起１０１を有する。図２３では
、この当接突起は切断要素と共に三脚を形成し、それによって、コネクタが第１の構築層
と接触するとき、コネクタ位置は充分規定され安定している。
【０１５３】
　○この種の当接突起１０１は、後続のプロセス中に、崩壊するかまたは溶け出し得る。
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それは必ずしも低密度層に貫通する必要はなく、それはいかなる貫通特性も有する必要は
ない。
【０１５４】
　○プロセスの初期段階中にコネクタを安定させることに加えて、それはまた、コネクタ
本体２２が実質的に横方向の延在を有するときに、望ましくない曲げ振動を減衰させる。
【０１５５】
　図２４は、図１９～図２２を参照して説明した原理に基づくコネクタを示す。これらの
図の実施形態とは対照的に、接続構造は、ペグではなく、ベース壁９５における締結穴で
ある。
【０１５６】
　図２５の実施形態では、図１９～図２４に示すように板状の本体部分および壁部（リブ
）の代わりに、コネクタは、例えばそれ自体が挿入軸に対して偏心しているか、もしくは
この軸に対して偏心している機能構造を収容するか、またはその両方である、閉じたハウ
ジング１０２を有する。
【０１５７】
　図２５において、軸２０に対して偏心している機能構造は、接続構造ではなく、他の機
能部品である。図２５は、ハウジング内に点線で示された２つの部品を非常に概略的に示
している。そのような機能構造は、センサ、アンテナ、光源、カメラ、音響変換器などを
含み得る。
【０１５８】
　図２５に示されるような閉じたハウジングを有する実施形態は、ハウジングの近位側に
面する端面から遠位部分（遠位固定部分）２１、例えば管部分に振動エネルギを結合する
ための手段を設けられ得る。図２６は、図示された実施形態では接続ペグ９６を有するコ
ネクタ２の一例を示しており、その遠位部分２１はハウジングを通ってコネクタの近位端
面まで延びている。これにおけるハウジングは、遠位側に向かって開いていてもよい。ハ
ウジングが遠位側に向かって開いている場合、機能部分の当接部分は、ハウジングの垂直
壁の遠位縁部によって構成される。
【０１５９】
　ハウジングを通って延びる垂直補強壁または他の垂直構造体のような、近位端面から固
定部分への振動エネルギの結合の他の解決策が可能である。
【０１６０】
　図２７の実施形態では、管状遠位部分２１は少なくとも１つの安定化リブ１１１によっ
て安定化されている。特に低密度層が比較的強い場合、そのような安定化構造は、管部分
（任意選択的に複数の脚部を含むことができる）が低密度層に押し込まれる初期段階の間
に崩壊するのを防ぎ得る。
【０１６１】
　同じく図２７に示されるように、安定化構造体はさらに、コネクタを低密度層に押し込
むステップ中に（径方向に関して）外向きの圧力を及ぼすように形状化されてもよい。図
示の例における弓形の凹形の輪郭は、図２７の矢印によって示されるように、コネクタが
低密度層の材料に押し込まれるときにそのような外向きの圧力を生じさせることになる。
【０１６２】
　図２７の平面Ａ－Ａに沿った可能な断面の詳細を示す図２８は、コネクタの遠位固定部
分２１が円形断面である必要がないことを示す。むしろ、図２８の実施形態では、コネク
タは、安定化リブ１１が固定部分２１の管形状部分に接続される位置において、軸方向に
延びる切欠きを有する。これによって、方向付けられた圧力による固定部分の熱可塑性材
料の外方向への押圧が有利になり得る。
【０１６３】
　図２９は、図２７の平面Ｂ－Ｂに沿った可能な断面の詳細を示す。周方向溝８３は必ず
しも全周に亘って走る必要はなく、特に安定化リブ１１１が管部分に接続されているとこ
ろでは、中断されてもよい。
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【０１６４】
　図３０は、コネクタを通る可能な水平断面図を示す。交差配置における円形形状と安定
化リブ１１１との組み合わせは特に安定している。
【０１６５】
　図３１は、代替の固定部分を通る断面の断面図を示し、この固定部分は円形の対称性を
有さず、断面は長円形である。そのような実施形態では、特に、図３１に示すように配置
された安定化リブ１１１などの安定化構造は有利であり得る。
【０１６６】
　図３２は、プロセス中にコネクタによって貫通された芯地材料が矢印の方向に押され、
それによって固定部分２１の筒形状部または脚部にそれぞれ外向きの圧力を加えるように
、遠位側に面する先端１１５または縁部に向けられた安定化リブ１１１を有するコネクタ
を示す。
【０１６７】
　図３３の実施形態は、物体が近位の第２の構築層を有する状況を扱い、第２の構築層１
２のアクセス穴は固定部分２１の遠位部分の直径にほぼ対応する直径を有する。カラー部
２８に加えて、コネクタは、径方向外側に遠位部分２１の肩部を形成する段差特徴部１２
１を有する。この段差特徴部は、コネクタが第１の物体１内に十分な程度まで、特に前方
への（遠位方向への）移動の終わりに向かって前進するとすぐに、第２の構築層１２と物
理的に接触する。結果として、振動するコネクタと第２の構築層１２との間の摩擦により
、エネルギが吸収され、コネクタの熱可塑性材料が第２の構築層の近くで流動可能になる
。したがって、流れ部分は、近位領域、特に第１の構築層のすぐ遠位における部分を含む
ことになる。これは、図２７または図３２を参照して説明した、流れ部分の生成および第
２の構築層１２のすぐ遠位側の径方向流れにも寄与する対策に加えて、またはそれに代え
て、生じてもよい。
【０１６８】
　外向きの段差１２１に加えて、またはその代わりに、図３４に示すように、コネクタ２
は外向きのテーパ１２２を含んでもよい。
【０１６９】
　任意選択で、そのような外向きの特徴（段差１２１、テーパ１２２）に加えて、コネク
タは、第２の構築層のすぐ遠位での崩壊を補助する内側溝１２９などの内側特徴部を含む
ことができる。図３５に例を示す。前述の手段を含む他の構造を、これと任意選択で組み
合わせてもよい。
【０１７０】
　コネクタ３の上面図（近位側から見た図）を概略的に示す図３６は、上述の外向きの特
徴（段差１２１、テーパ１２２）が径方向の突起として、例えば周囲に分布して形成され
得るという原理を示す。代替として、そのような外向きの特徴部は周方向、すなわち周囲
の周りに連続的に延びることもできる。
【０１７１】
　図３３～図３６を参照して説明した種類の外向きの特徴部は、熱可塑性材料を流動可能
にするプロセスにおいて第２の構築層１２を巻き込み、場合によってはコネクタの崩壊を
引き起こし得る。
【０１７２】
　図３７および図３８は、図３４～図３６を参照して説明した原理に基づくコネクタ２の
例を示している。さらなる例は、滑らかな外側面を有する、すなわちテーパを形成する軸
方向に延びるリブがない、外向きのテーパ１２２を有するコネクタを含む。また、そのよ
うな実施形態では、テーパされたセクションは、（図３７のように）本質的に遠位端に達
してもよく、または代替的に（図３８のように）より近位の領域に制限されてもよい。
【０１７３】
　図３９は、第２の物体８がコネクタによって第１の物体に取り付けられるさらなる変形
例を概略的に示す。すなわち、接着剤１４１が例えば流動可能状態で第１の物体と第２の
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物体との間に塗布される。
【０１７４】
　それによって、接着接続と、本発明によるコネクタによって第２の物体を固定するとい
う概念とが組み合わされる。これは、例えば製造プロセスにおいて第２の物体が接着剤に
よって第１の物体に接着されるが、第１および第２の物体の組み立ては一緒に組み立てら
れた直後に処理されるべきである場合に有用であり得る。本発明に従って適用されるコネ
クタは、後の製造ステップにとって十分な初期安定性を提供する。
【０１７５】
　前述の固定プロセスの最終段階中のエネルギ入力および押圧力は、第１の物体と第２の
物体との間（および／または特別な実施形態においては、カラー部２８の遠位面（もしあ
れば）と第２の物体との間）に塗布された接着剤の流れを引き起こし得る。これは、以下
の態様で用いられてもよい：
　－第２の構築層１２とコネクタ２との間の間隙または割れ目／亀裂などを接着剤で充填
し、それによって「修繕」してもよい。これを図４０に示す。
【０１７６】
　－それに加えて、またはその代わりに、第２の構築層１２の粗さ１５１が、接着剤１４
１によって相互浸透されるようにされ、それによって接着剤接続の安定性を向上させる（
図４０も参照）。
【０１７７】
　サンドイッチボードの代替物として、第１の物体は、例えば低密度発泡材層の構造体で
あってもよく、発泡材材料は、例えば塑性変形可能であり、第１の構築層によって支持さ
れ、例えばそのような第１の構築層と第２の構築層との間に挟まれる。
【０１７８】
　前述の実施形態は、一般に、低密度層の個別の要素を変形させるステップを含み、変形
された要素は、次に、液化可能な材料と絡み合った構造の一部となり、コネクタを第１の
要素に固定する。これにおいて、個別の要素の変形は、それがより高い密度に寄与し、お
よび／または巨視的なアンダーカットを形成するという点で、固定強度に実質的に寄与し
得る。
【０１７９】
　しかしながら、構造体中の個別の要素と液化され再凝固された熱可塑性材料との一体化
は、実施形態において、個別の要素の変形が実質的な固着強度に実質的に寄与しない場合
にも、実質的な固着強度をもたらし得る。これは、図４１および図４２に示されている。
図４１は、ハニカム構造を有する低密度層を通る水平断面図を示す。個別の要素は、例え
ば厚紙またはプラスチックまたはプラスチック複合材料からなる垂直壁である。ハニカム
構造のため、それらは変形に関して比較的安定している。図４１の円形線２０１は、低密
度層に押し込まれ得る遠位コネクタ端面の可能な位置を示す。
【０１８０】
　エネルギが衝突している間にコネクタ２が低密度層に押し付けられると、壁の近位縁部
がエネルギ方向付け部を形成し、それによって、コネクタの熱可塑性材料が主としてこれ
らの縁部の近くで液化するので、コネクタは前方に向かって低密度層に押し込まれる。特
に、個別の要素が（図３９および図４０の場合のように）垂直構造である場合、エネルギ
入力と押圧力との間の比率によっては、これは、個別の要素１６の変形が実質的ではない
状況に至り得る。図４２は、熱可塑性材料が再凝固した後に第１の物体に固定されたコネ
クタ２を示す。コネクタの材料に一体化された個別の要素１６は依然として本質的に垂直
の壁を形成している。
【０１８１】
　これらの実施形態では、固定は、以下の組み合わせによって引き起こされ得る。
－熱可塑性材料と個別の要素の材料とのポジティブフィット接続（個別の要素は完全に垂
直な形状からの逸脱を含み、加えてそれらは液化可能な材料によって相互浸透される表面
構造（厚紙または硬い紙から作られるハニカム構造におけるような、粗さ、有孔度など）
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を含む）。
－おそらくは熱可塑性材料と個別の要素との間の接着結合、および／または
－力嵌合接続（force fit connection）（熱可塑性材料が個別の要素を詰まらせる）、お
よび
－おそらくは第１の構築層および／または第２の構築層とのポジティブフィット接続また
は他の接続。

【図１】 【図２】
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